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１�　�消費構造の変化から見た加工・業務用
野菜

野菜は、私たちの生活において欠かすこ
とのできない食品であり、農業生産額の約
３割を占め、貯蔵可能期間が短い品目が多
いことや品質面で輸入品と差別化されやす
いことなどから、国内自給率が高い農産物
です。
家庭で消費される野菜のほぼ全てが国産
で占められている一方で、加工・業務用野
菜（食品製造業者や外・中食業者などが利
用する野菜）の国産割合は７割程度であ
り、残りの３割程度は輸入野菜が利用され
ています。
家計消費用野菜は、市場を通して流通す
るケースが多いため、主に外観の良さやサ

イズの揃いで決まる「出荷規格」が重要視
されます。しかし、加工・業務用では、定
時・定量・定品質・定価格のいわゆる「４
定」での供給体制や、加工歩留まり、加工
適性の高さが重要視され、家計消費用とは
求められる特性が異なることが、この割合
の違いを生んでいる主な要因であると考え
られます（表１）。
社会構造の変化に伴う食の外部化や簡便
化の傾向は今後も継続し、それに伴い加
工・業務用への需要のシフトは一層進むと
見込まれます。また、新型コロナウイルス
感染症の拡大により、一時的に野菜の輸入
量が大きく減少したことも踏まえ、加工・
業務用野菜の安定的な生産・供給体制の強
化は、ますます重要性が高まっていくもの
と考えられます。

表１　加工・業務用と家計消費用の比較

　【特　集】加工・業務用野菜生産拡大の取り組み

農林水産省　生産局園芸作物課　園芸流通加工対策室
　園芸流通加工第１班　流通企画係長　会田　智明

加工・業務用野菜への
支援事業について
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２�　�産地における水田での加工・業務用野
菜生産拡大

今後も国内の米の消費は減少傾向が続くと
見込まれる中、野菜や果樹などの高収益作物
の生産に取り組む産地が増えてきています。
主食用米に比べ、高収益作物は面積当た
りの収益性が高いものの、その分労働力も
多く必要になる傾向にあります。そのため、
水田から転換する産地においては、面的な
まとまりをもつ水田のスケールメリットを
生かし、機械化一貫体系の導入による労働
力の低減が有効と考えられています。特に
加工・業務用野菜は、このような産地の
ニーズと親和性が高く、消費構造の変化に
合う、水田転換の有力な品目として注目さ
れています。
野菜は天候の影響を受けやすく需給バラ
ンスの変化による価格の変動が大きい作物
ですが、加工・業務用野菜は、産地と食品
製造業者などとの直接取契約（または流通
業者などを通した３者契約）による取引も
多く行われており、生産が安定すれば一
定の収益が確保しやすいというメリット
もあります。
水田での安定生産技術の普及や販売先の
確保などの課題はありますが、国による支
援や安定生産技術の開発なども行われてお
り、水田における加工・業務用野菜生産の
更なる取組拡大への期待は大きいものと
なっています。

３　加工・業務用野菜の生産拡大への支援

農林水産省において、加工・業務用野菜
の生産拡大を支援する事業の一部を紹介し
ます。なお、以下は令和２年度補正予算案
および令和３年度当初予算案に基づいたも
のであるため、成立後の予算の内容により、
事業内容などの変更があり得えます。

（１）時代を拓く園芸産地づくり支援
実需者ニーズに対応した園芸作物の安定
的な生産および供給を実現するため、水田
地帯において、水稲などの土地利用型作物
から園芸作物への作付転換や、加工・業務
用野菜への転換や輸入品が増加する国内産
の端境期における出荷に必要な生産技術の
導入などを推進することにより、新たな園
芸産地づくりを支援するものです。
ア　水田農業高収益作物導入推進事業
水田農業における高収益な園芸作物の導
入・産地化を実現するため、新たに園芸作
物を導入する産地における合意形成や、園
芸作物の本格的な生産を始める産地におけ
る機械・施設のリース導入の取組などを支
援します。園芸作物導入の第１歩となる取
組を支援する「園芸作物導入促進事業」と
園芸作物の本格的な生産の取組を支援する
「園芸作物転換強化事業」の二つのメ
ニューがあるため、産地の取組状況などに
応じて活用するメニューを選ぶことができ
ます（図１）。

野菜・施設園芸支援対策事業（時代を拓く園芸産地づくり支援等）
【令和３年度予算概算決定額 （ ）百万円の内数 】

＜対策のポイント＞
実需者ニーズに対応するとともに、園芸作物の生産を拡大するため、水田を活用した新たな園芸産地の育成、まとまった面積での機械化一貫体系等の導入、

端境期の出荷等に取り組む産地の育成等を支援します。

＜事業目標＞
加工・業務用野菜の出荷量（直接取引分）の拡大（ 万トン［平成 年度］ → 万トン［令和 年度まで］）

＜事業の 内容＞ ＜事業イ メージ＞

１ ．水田における園芸作物の導入支援

水田農業における高収益な園芸作物の導入・産地化を実現するため、新たに園

芸作物を導入する産地における合意形成や、園芸作物の本格的な生産を始める

産地における機械・施設のリース導入の取組等を支援します。

２．労働生産性を抜本的に高めた野菜のモデル産地形成支援

一定規模以上（露地野菜５ 以上、施設園芸１ 以上）での水田転換や

ほ場整備と併せて、機械化一貫体系の導入や生育予測システムの導入等の取組を

支援します。（農地耕作条件改善事業により支援）

３．国産が需要に応え切れていない端境期の野菜の生産拡大支援

実需者からの国産野菜の安定調達ニーズに対応するため、需要に応え切れていな

い品目や作型（端境期） の出荷に必要な新たな生産・流通体系の構築や作柄安

定技術、新たな作型の導入等を支援します（ 万円 ）。

※ 対象品目として、にんにく・しょうが・アスパラガス・さといも・えんどう等品目を追加

（ 品目→ 品目

（関連事業）

スマート農業総合推進事業のうち次世代につなぐ営農体系確立支援

施設園芸産地におけるデータ収集・分析機器の活用、既存ハウスのリノベーショ

ンなど、データを活用して生産性・収益向上につながる体制づくり等を支援します。

１ 水田での園芸作物の導入支援

２ 労働生産性を高めたモデル産地形成支援

３ 端境期の野菜の生産拡大支援

＜事業の流れ＞

国

都道府県 生産者団体、
協議会

民間団体等

交付 定額、１／２

定額、１／２

定額、１／２

（１の事業、関連事業）

（１、関連事業のうち
全国推進、３の事業） ［お問い合わせ先］ 生産局園芸作物課（ ）

（２の事業）

産地の合意形成

土壌改良資材

○本格的な園芸作物生産への支援

試験栽培

作柄安定技術の導入

〈取組主体〉

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
貯蔵 出荷 播種 収穫 貯蔵

播種 出荷
普通作型 播種 定植

端境期
作型

出荷

予冷庫・貯蔵庫のリース
端境期

生産者、実需者
等から構成される

協議会

機械・施設の
リース導入

生育予測システム

全自動移植機畝立同時施肥機 収穫機

機械化一貫体系

国内産が需要に応え切れていない端境期に
輸入が増加

端境期

○園芸作物の新たな導入への支援
〈取組主体〉

○水田転換やほ場整備と併せた機械化一貫体系や生産予測システムの導入への支援

図１　水田農業高収益作物導入推進事業の２つのメニュー
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なお、本事業の事業実施主体は都道府県
ですので、事業を活用される場合は、都道
府県を通して申請していただく必要があり
ます。

イ　端境期等対策産地育成事業
実需者からの国産野菜の安定調達ニーズ
に対応するため、需要に応え切れていない
品目や作型（端境期）の出荷に必要な作柄
安定技術、新たな作型の導入などを支援し
ます（図２）。
令和３年度からは、令和２年度まで対象

としていた14品目に加え、新たに「にんに
く」「しょうが」「アスパラガス」「さといも」
「えんどう」の５品目を追加しました。

ウ　計画策定・連携者への優遇措置
時代を拓く園芸産地づくり支援において
は、以下の計画を策定または連携している
場合、事業採択の審査の際にポイントが加
算されます。
１）　�水田高収益化推進計画
２）　�輸出事業計画（GFPグローバル産地計画）
３）　�革新計画（次世代につなぐ営農体系

確立支援事業に基づき策定した計画）
４）　�協働事業計画（端境期等対策産地育成

事業に限る）

（２）その他の関連する支援
ア�　新市場開拓に向けた水田農業リノベー
ション事業
水田農業を新たな需要拡大が期待される

作物を生産する農業へと刷新（リノベー
ション）するべく、野菜などについて、産
地と実需者が連携して作成する「水田リノ
ベーション産地・実需協働プラン」に基づ
いた、実需者ニーズに応えるための低コス
ト生産などの取組、需要の創出・拡大のた
めの製造機械・施設などの導入を支援しま
す。

イ�　農地耕作条件改善事業のうち未来型産
地形成推進条件整備型
野菜、果樹、花きおよび茶を対象品目と
し、水田からの転換などを面的に導入し、
労働生産性を抜本的に高めたモデル産地を
形成する取組を支援します。

４　協働事業計画に参加する主体への支援

食品製造業者や加工業者などの需要者と
のつながりの中心となる事業者と農業者・
産地が連携し安定供給や生産の安定化・効
率化などに取り組む生産事業の形成を促進
するため、先駆的な生産事業に係る計画

野菜・施設園芸支援対策事業（時代を拓く園芸産地づくり支援等）
【令和３年度予算概算決定額 （ ）百万円の内数 】

＜対策のポイント＞
実需者ニーズに対応するとともに、園芸作物の生産を拡大するため、水田を活用した新たな園芸産地の育成、まとまった面積での機械化一貫体系等の導入、

端境期の出荷等に取り組む産地の育成等を支援します。

＜事業目標＞
加工・業務用野菜の出荷量（直接取引分）の拡大（ 万トン［平成 年度］ → 万トン［令和 年度まで］）

＜事業の 内容＞ ＜事業イ メージ＞

１ ．水田における園芸作物の導入支援

水田農業における高収益な園芸作物の導入・産地化を実現するため、新たに園

芸作物を導入する産地における合意形成や、園芸作物の本格的な生産を始める

産地における機械・施設のリース導入の取組等を支援します。

２．労働生産性を抜本的に高めた野菜のモデル産地形成支援

一定規模以上（露地野菜５ 以上、施設園芸１ 以上）での水田転換や

ほ場整備と併せて、機械化一貫体系の導入や生育予測システムの導入等の取組を

支援します。（農地耕作条件改善事業により支援）

３．国産が需要に応え切れていない端境期の野菜の生産拡大支援

実需者からの国産野菜の安定調達ニーズに対応するため、需要に応え切れていな

い品目や作型（端境期） の出荷に必要な新たな生産・流通体系の構築や作柄安

定技術、新たな作型の導入等を支援します（ 万円 ）。

※ 対象品目として、にんにく・しょうが・アスパラガス・さといも・えんどう等品目を追加

（ 品目→ 品目

（関連事業）

スマート農業総合推進事業のうち次世代につなぐ営農体系確立支援

施設園芸産地におけるデータ収集・分析機器の活用、既存ハウスのリノベーショ

ンなど、データを活用して生産性・収益向上につながる体制づくり等を支援します。

１ 水田での園芸作物の導入支援

２ 労働生産性を高めたモデル産地形成支援

３ 端境期の野菜の生産拡大支援

＜事業の流れ＞

国

都道府県 生産者団体、
協議会

民間団体等

交付 定額、１／２

定額、１／２

定額、１／２

（１の事業、関連事業）

（１、関連事業のうち
全国推進、３の事業） ［お問い合わせ先］ 生産局園芸作物課（ ）

（２の事業）

産地の合意形成

土壌改良資材

○本格的な園芸作物生産への支援

試験栽培

作柄安定技術の導入

〈取組主体〉

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
貯蔵 出荷 播種 収穫 貯蔵

播種 出荷
普通作型 播種 定植

端境期
作型

出荷

予冷庫・貯蔵庫のリース
端境期

生産者、実需者
等から構成される

協議会

機械・施設の
リース導入

生育予測システム

全自動移植機畝立同時施肥機 収穫機

機械化一貫体系

国内産が需要に応え切れていない端境期に
輸入が増加

端境期

○園芸作物の新たな導入への支援
〈取組主体〉

○水田転換やほ場整備と併せた機械化一貫体系や生産予測システムの導入への支援

注：詳細は、独立行政法人農畜産業振興機構のホームページをご確認ください。

図２　端境期等対策産地育成事業のイメージ図
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（以下「協働事業計画」という）を国が承
認し、多様な取組を支援するものです。
単独の産地や事業者では、加工・業務用
野菜に求められる「４定」を満たすことが
難しいケースも多く見られるため、協働事
業計画に基づいて複数の産地や事業者が連
携・協働することで、例えば産地リレーや
農機の共同利用による生産力強化や、集出
荷貯蔵施設を利用した一斉配送システムの
導入などによる安定した生産・供給体制の
構築などに取り組むことができます。
承認された協働事業計画に位置付けられ
た事業者などは、以下の事業を活用するこ
とができますが、事業ごとに、別途、計画
の策定・審査などが必要です。

ア�　強い農業・担い手づくり総合支援交付
金（生産事業モデル支援タイプ）
核となる事業者が、生産安定・効率化機
能、供給調整機能、実需者ニーズ対応機能
の三つの機能の具備・強化することで、連
携する生産者の作業支援などさまざまな機
能を発揮しつつ、安定的な生産・供給を実
現しようとする生産事業モデルの育成を図
るため、集出荷貯蔵施設などの整備や農業
機械等の導入などを支援します。

イ�　産地生産基盤パワーアップ事業（新市
場対応に向けた拠点事業者の育成および
連携産地の体制強化）
海外市場や加工・業務用などの新市場
ニーズに合ったロット・品質で安定的に供
給できる拠点事業者の育成に向けた貯蔵・
加工・物流拠点施設などの整備、拠点事業
者と連携する産地（連携者）が行う生産・
出荷体制の整備などを支援します（図３）。

ウ　端境期等対策産地育成事業
３（１）のイの事業において、協働事業
計画に参加している取組主体は、審査の際
に優先採択ポイントが加算されます。

５　さいごに

加工・業務用野菜の取組には、家庭消費
用以上に安定した出荷体制を確保するため
の生産技術の習得、栽培面積・労働力・流
通体制の確保、食品製造業者などのニーズ
への対応などの課題をクリアする必要があ
りますが、需要の拡大や契約出荷による安
定した収益性の確保など、農業経営におい
て多くのメリットが期待できます。
農林水産省としても、皆様の取組をしか
りと後押しできるよう、必要な施策を講じ
ていきたいと考えています。

図３　産地生産基盤パワーアップ事業のイメージ
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